
調査計画 

１ 調査の名称（■特定一般統計調査 □その他の一般統計調査） 

地方公共団体消費状況等調査 

２ 調査の目的 

本調査は、地方公共団体の消費及び投資関連予算の各四半期時点現計予算額並びに一般会計に係る四半期

別収入・支出について調査し、四半期別ＧＤＰ速報の推計及び四半期別財政統計の作成に係る検討に必要な

基礎資料を得ることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 □事業所 □企業・法人・団体 ■地方公共団体 □その他） 

都道府県及び政令指定都市 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 67団体 

（２）報告者の選定方法（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

【調査票甲】消費的経費（普通会計）、消費的経費（公営事業会計）、投資的経費（普通会計・公営事業

会計） 

  【調査票乙】一般会計款別収入済額、一般会計款別支出済額 

〔集計しない事項の有無〕 ■無 □有 

（２）基準となる期日又は期間 

【調査票甲】３月末日、６月末日、９月末日、12月末日 

【調査票乙】四半期（１月～３月、４月～６月、７月～９月、10月～12月） 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

内閣府－報告者 



   

 
 

（２）調査方法 

□郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム □独自のシステム ■電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

内閣府から報告者に対し、電子メールにより調査票を配布・回収する方法により実施する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 ■四半期 □１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：      年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

【調査票甲】各四半期の翌月下旬 

ただし、１月～３月調査分の提出期限は５月上旬 

【調査票乙】各四半期の４か月後の下旬 

ただし、10月～12月調査分の提出期限は５月上旬 

 

８ 集計事項  

①（四半期別）都道府県における会計項目別経費 

②（四半期別）政令指定都市における会計項目別経費 

③（四半期別）都道府県における会計項目別収入・支出済額 

④（四半期別）政令指定都市における会計項目別収入・支出済額 

（集計事項一覧については、別紙参照） 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

（３）公表の期日 

調査票の提出期限の３か月後 

ただし、５月上旬を提出期限とするものについては、７月末までの公表とする。 

 

10 使用する統計基準等 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他（              ） 



■使用しない

本調査は、都道府県及び政令指定都市を対象とする調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の表

示に、統計基準を用いる余地がないことから、いずれの統計基準も使用しない。

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

【調査票情報の保存期間】 

記入済み調査票：３年 

調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：永年 

【保存責任者】 

内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部長 



別紙 

集計事項一覧 

 

 

会計項目別経費（百万円） 

消費的経費（普通会計） 

・人件費 

・人件費・恩給及び退職年金 

・物件費 

・維持補修費 

・維持補修費・住宅分 

・失業対策事業費 

・使用料・授業料 

・使用料・保育所使用料 

・使用料・その他 

・手数料 

・手数料・清掃手数料 

・国庫支出金・委託金・その他 

・財産収入・財産売払収入・その他 

・諸収入・雑入・その他 

消費的経費（公益事業会計） 

・法適用下水道事業・経常費用 

・法適用下水道事業・経常費用・受託工事費用 

・法適用下水道事業・経常費用・職員給与費 

・法適用下水道事業・経常費用・減価償却費 

・法適用下水道事業・経常費用・支払利息 

・法適用下水道事業・経常収益 

・法適用下水道事業・経常収益・受託工事収益 

・法適用下水道事業・経常収益・他会計補助金 

・法適用下水道事業・経常収益・他会計負担金 

・法適用下水道事業・経常収益・国（県）補助金 

・法非適用下水道事業・営業費用・職員給与費 

・法非適用下水道事業・営業費用・その他 

・法非適用下水道事業・営業外費用・その他 

・法非適用下水道事業・営業収益・料金収入 

・法非適用下水道事業・営業収益・その他 

・法非適用下水道事業・営業外収益・その他 



投資的経費（普通会計） 

・普通建設事業費・補助事業費・その団体で行うもの

・普通建設事業費・補助事業費・その団体で行うもの・用地費

・普通建設事業費・単独事業費・その団体で行うもの

・普通建設事業費・単独事業費・その団体で行うもの・用地費

・災害復旧事業費・補助事業費・その団体で行うもの

・災害復旧事業費・補助事業費・その団体で行うもの・用地費

・災害復旧事業費・単独事業費・その団体で行うもの

・災害復旧事業費・単独事業費・その団体で行うもの・用地費

・普通建設事業費（住宅）・補助事業費・その団体で行うもの

・普通建設事業費（住宅）・補助事業費・その団体で行うもの・用地費

・普通建設事業費（住宅）・単独事業費・その団体で行うもの

・普通建設事業費（住宅）・単独事業費・その団体で行うもの・用地費

投資的経費（公益事業会計） 

・法適用下水道事業・建設改良費

・法適用下水道事業・建設改良費・用地費

・法適用下水道事業・固定資産売却代金

・法非適用下水道事業・建設改良費

・法非適用下水道事業・建設改良費・用地費

・法非適用下水道事業・固定資産売却代金

会計項目別収入・支出済額（百万円） 

一般会計款別収入済額 

・都道府県税／市税

・地方譲与税

・地方特例交付金

・地方交付税

・交通安全対策特別交付金

・分担金及び負担金

・使用料及び手数料

・国庫支出金

・財産収入

・寄附金

・繰入金

・繰越金

・諸収入



・都道府県債／市債

・地方消費税清算金

・市町村たばこ税都道府県交付金

・利子割交付金

・配当割交付金

・株式等譲渡所得割交付金

・地方消費税交付金

・ゴルフ場利用税交付金

・軽油引取税交付金

・国有提供施設等所在市町村助成交付金

・道府県支出金 等

・一般会計収入済総額

一般会計款別支出済額 

・議会費

・総務費

・民生費

・衛生費

・労働費

・農林水産業費

・商工費

・土木費

・警察費

・消防費

・教育費

・災害復旧費

・公債費

・諸支出金

・予備費

・一般会計支出済総額 


